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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の木製パネルを互いに回動可能に高さ方向に連結してなり、第１側と第２側を仕切
る扉体の上下に隣位の任意の２枚の木製パネルにおいて、
　上側の第１パネルの下面部は、第１側から第２側に向かって立ち上がり状に延びる第１
縦長弧状面と、前記第１縦長弧状面の上端から第１パネルの第２側の面部まで水平に延び
る第１上面と、を備え、
　下側の第２パネルの上面部は、第１側から第２側に向かって立ち上がり状に延びる第２
縦長弧状面と、前記第２縦長弧状面の上端から第２パネルの第２側の面部まで水平に延び
る第２上面と、を備え、
　前記第１パネルと前記第２パネルの回動支点は、前記第２パネルの前記上面部の前記第
２側の面部の外側に当該第２側の面部から離間して位置しており、垂直姿勢において、前
記回動支点を通る水平面上に前記第１パネルの前記第１縦長弧状面の下端が位置しており
、
　前記第１縦長弧状面は、側面視において、水平方向の長軸、垂直方向の短軸を備え、前
記回動支点を中心とした楕円弧の部分であり、前記第２縦長弧状面は、側面視において、
水平方向の長軸、垂直方向の短軸を備え、前記回動支点を中心とした楕円弧の部分であり
、前記第１パネルと前記第２パネルが垂直姿勢にある時に、前記回動支点から延びる直線
上において、前記第１パネルの前記第１縦長弧状面と前記第２パネルの前記第２縦長弧状
面が同じ曲率となっており、
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　垂直姿勢において、前記第１パネルの前記第１上面は前記第２パネルの前記第２上面に
当接しており、前記第１パネルの前記第１縦長弧状面と前記第２パネルの前記第２縦長弧
状面は略平行状に離間しており、前記第１縦長弧状面と前記第２縦長弧状面の間には、縦
長弧状面に沿って側面視で一定の幅の隙間からなる弧状空間が形成されており、
　前記第２パネルに対する前記第１パネルの回動時において、回動開始時に、前記第１パ
ネルの前記第１上面が前記第２パネルの前記第２上面から持ち上がって離間し、前記第１
縦長弧状面と前記第２パネルの前記第２上面部との間に形成される隙間は、人の指が入ら
ないことで指が挟まれることがない程度の隙間である、
　扉体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、木製パネルからなる扉体に係り、より詳しくは、複数の木製パネルを互いに回
動可能に高さ方向に連結してなり、第１の側と第２の側を仕切る扉体に関するものである
。本発明に係る扉体は、典型的には、オーバーヘッドドアの扉体として用いられる。
【背景技術】
【０００２】
木製のパネルを用いたオーバーヘッドドアは知られており、例えば特許文献１に記載され
ている。オーバーヘッドドアの開閉時には、上下隣位のパネル間に隙間が生じるため、上
側のパネル下端に断面が略円弧状の凹状部を形成し、下側のパネル上端に断面が略円弧状
の凸状部を形成し、凹状部と凸状部の隙間に指が入り込まないような寸法とすることで、
指挟み防止を図っている。
【０００３】
しかしながら、木製パネルは、木製であるが故に、開閉時の変形（撓み、反り等）や経年
変形（日光の照射や乾燥等による反り等）が生じて、開閉毎に上側のパネルの下端と下側
のパネルの上端とが擦れてしまう可能性がある。
【０００４】
上下のパネルの擦れは以下のような不具合を生じさせる。
（ア）開閉時にパネルが擦れることで操作性が悪くなり、オーバーヘッドドアが過負荷検
知手段を備えている場合には、擦れた時に過負荷検知が行われて開閉中の扉体が停止して
しまうおそれがある。
（イ）開閉時に異音が発生する。
（ウ）変形したパネルを介して当該パネルを回動可能に連結する丁番に負担がかかり、設
計耐用回数に至る前に、丁番の構成部品の破損やねじの緩みが発生するおそれがある。
【特許文献１】特開２００９－２９３３０２
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
本発明は、複数の木製パネルを互いに回動可能に高さ方向に連結してなる扉体において、
木製パネルの変形に起因する不具合を解決することを目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明が採用した技術手段は、複数の木製パネルを互いに回動可能に高さ方向に連結し
てなり、第１側と第２側を仕切る扉体の上下に隣位の任意の２枚の木製パネルにおいて、
　上側の第１パネルの下面部は、第１側から第２側に向かって立ち上がり状に延びる第１
縦長弧状面と、前記第１縦長弧状面の上端から第１パネルの第２側の面部まで延びる第１
上面と、を備え、
　下側の第２パネルの上面部は、第１側から第２側に向かって立ち上がり状に延びる第２
縦長弧状面と、前記第２縦長弧状面の上端から第２パネルの第２側の面部まで延びる第２
上面と、を備え、
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　垂直姿勢において、前記第１パネルの前記第１上面は前記第２パネルの前記第２上面に
当接しており、前記第１パネルの前記第１縦長弧状面と前記第２パネルの前記第２縦長弧
状面の間には弧状空間が形成されており、
　前記第１パネルと前記第２パネルの回動支点を、前記第２パネルの前記上面部の前記第
２側の面部の外側に当該第２側の面部から離間して位置させてなる、
　扉体、である。
　後述する実施形態では、第１側は室外側であり、第２側は室内側である。
　１つの態様では、前記回動支点は、第１パネルの第２側の面部の下方部位と第２パネル
の第２側の面部の上方部位との間に設けた丁番の回動軸の中心である。
【０００７】
　１つの態様では、前記回動支点を通る水平面上に前記第１パネルの前記第１縦長弧状面
の下端が位置している。
【０００８】
　１つの態様では、前記第１縦長弧状面は、側面視において、水平方向の長軸、垂直方向
の短軸を備えた楕円弧の部分である。
【０００９】
　１つの態様では、前記第２縦長弧状面は、側面視において、水平方向の長軸、垂直方向
の短軸を備えた楕円弧の部分である。
【００１０】
　１つの態様では、前記回動支点は、前記楕円の中心に位置している。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明では、前記第１パネルと前記第２パネルの回動支点を、前記第２パネルの前記上
面部の前記第２側の面部の外側に当該第２側の面部から離間して位置させたので、垂直姿
勢の第２パネルに対して第１パネルが垂直姿勢から傾くように回動する時には、回動開始
時と同時に第１パネルの第１上面が第２パネルの第２上面から離間するようになっており
、水平姿勢の第１パネルに対して第２パネルが水平姿勢から傾くように回動する時には、
回動開始時と同時に第２パネルの第２上面が第１パネルの第１上面から離間するようにな
っており、パネル回動時（扉体開閉時）のパネル同士の接触や擦れが防止される。
【００１２】
　この効果は、第２パネルの上面部の第２側の面部の外側に設けた回動支点と、パネルの
上面部、下面部の形状（上側の第１パネルの下面部は、第１側から第２側に向かって立ち
上がり状に延びる第１縦長弧状面と、前記第１縦長弧状面の上端から第１パネルの第２側
の面部まで延びる第１上面と、を備え、下側の第２パネルの上面部は、第１側から第２側
に向かって立ち上がり状に延びる第２縦長弧状面と、前記第２縦長弧状面の上端から第２
パネルの第２側の面部まで延びる第２上面と、を備える）と組み合わさることで、より増
大される。
【００１３】
　前記第１パネルと前記第２パネルの回動支点を、前記第２パネルの前記上面部の前記第
２側の面部の外側に当該第２側の面部から離間して位置させたことで、パネル回動時には
、室内側に隙間が生じ易いが、縦長弧状面を、側面視において、水平方向の長軸、垂直方
向の短軸を備えた楕円弧の部分から形成することで、パネル回動時（扉体開閉時）に室内
側に生じる隙間の寸法をより小さい寸法に抑えている。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】全閉姿勢にあるオーバーヘッドドアの側面図である。なお、全開姿勢の最上位の
パネルも示している。
【図２】全閉姿勢にあるオーバーヘッドドアの正面図（室内側）である。
【図３】図２の部分拡大図、及び、当該拡大図の側面図である。
【図４】図３のさらなる部分拡大図であり、丁番取付部位を示す。具体的には、（Ａ）は
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パネルの幅方向の中間部位の丁番、（Ｂ）は最上位パネルの幅方向端部の丁番、（Ｃ）は
最下位パネルの幅方向端部の丁番、（Ｄ）は中間パネルの幅方向端部の丁番、を示す。
【図５】図１の部分底面図である。
【図６】垂直姿勢にある上下隣位置のパネルの側面図、及び、丁番を示す。
【図７】パネルを室内側から見た正面図である。
【図８】パネルの分解斜視図である。
【図９】中間パネルの側面図であり、左側が室外側、右側が室内側である。
【図１０】図９に示すパネルの室外側要素の部品図であり、（Ａ）上側板状体、（Ｂ）中
間板状体、（Ｃ）下側板状体、（Ｄ）嵌合構成、（Ｅ）他の嵌合構成、を示す。
【図１１】（Ａ）は室外側要素と室内側要素からなるパネルであって、室外側要素を複数
の板状体から形成してなるパネルを示し、（Ｂ）は室外側要素と室内側要素からなるパネ
ルであって、室外側要素を１枚の板状体から形成してなるパネルを示す。
【図１２】パネルの上面部の部分拡大側面図、および、全閉姿勢における上側に隣位のパ
ネルの下面部との取り合いを示す側面図、である。
【図１３】パネルの下面部の部分拡大側面図、および、全閉姿勢における下側に隣位のパ
ネルの上面部との取り合いを示す側面図、である。
【図１４】本実施形態に係るパネルにおいて、パネル回動時の下側のパネルの上面部に対
する上側のパネルの下面部の移動軌跡を示す。なお、パネルは上から２番目のパネル（最
上位パネルの直ぐ下のパネル）を示している。
【図１５】本実施形態に係る縦長弧状面を説明する図である。
【図１６】特許文献１に係るパネルにおいて、パネル回動時の下側のパネルの上面部に対
する上側のパネルの下面部の移動軌跡を示す（従来例）。
【図１７】図１６において回動支点の位置をパネルの室内側面部の外側に位置させた時の
下側のパネルの上面部に対する上側のパネルの下面部の移動軌跡を示す（従来例では無い
）。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
図１は全閉姿勢にあるオーバーヘッドドアの側面図、図２は全閉姿勢にあるオーバーヘッ
ドドアを室内側から見た正面図であり、オーバーヘッドドアは、建物開口部の左右に立設
したガイドレール１と、複数枚の木製のパネル２を、丁番３を介して上下方向に互いに回
動可能に連結して構成された扉体と、を備えている。各パネル２の幅方向の両端部にはガ
イドローラ４が設けてあり、ガイドローラ４がガイドレール１内を転動することで、扉体
の幅方向左右両端部がガイドレール１に沿って昇降案内されて開口部を開閉する。
【００１６】
ガイドレール１の上方部位は後方に向かって湾曲し、さらに天井面に沿って略水平状に延
びており、ガイドレール１は開口部の高さ方向に延びる第１部位１Ａと、湾曲状の第２部
位１Ｂと、水平状の第３部位１Ｃとからなる。開口部全閉状態では各パネル２（最上位の
パネル２を除く）はガイドレール１の第１部位１Ａに位置することで複数枚のパネル２が
垂直姿勢となって開口部を閉鎖している。開口部全閉状態から、各パネル２が垂直姿勢か
ら第３部位１Ｃに位置する水平姿勢まで引き上げられ（最下位のパネル２は湾曲部位１Ｂ
に位置する）、扉体が室内側空間の天井に沿って横方向に延びた姿勢となって、開口部全
開状態となる。本実施形態では、最上位パネル２を案内する第２レール１´（前方側がガ
イドレール１の第２部位１Ｂの上方に位置しており、後方に向かって第３部位１Ｃの直上
に位置して延びている）が設けてある。図１において、開口部全開状態における最上位パ
ネル（２´で示す）の位置を示している。
【００１７】
電動駆動機構は、開閉機５と、トロリーレール５０と、連結アーム５１と、を備え、連結
アーム５１の上端はトロリーレール５０上を移動可能となっており、連結アーム５１の移
動によって最上位パネル２が移動する。開閉機５により最上位パネル２を第２レール１´
に沿って移動させることによって、扉体は電動で昇降駆動される。開口部の上方には、バ
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ランススプリング６０を備えた回転軸６が配設されており、回転軸６の両端部に軸支した
ドラム６１に一端をそれぞれ固定した巻き取りワイヤの他端を、最下位のパネル２の左右
両端にそれぞれ接続して、バランススプリング６０の巻き上げ方向の付勢力により全閉姿
勢にある扉体を開放方向（上方）に付勢するように構成されている。なお、上述のオーバ
ーヘッドドアの構成は一例に過ぎないものであり、本発明の内容を限定するものではない
。
【００１８】
扉体を構成するパネル２は、最上位のパネル２と、最下位のパネル２と、最上位パネル２
と最下位パネル２の間に位置する中間パネル２と、からなる。図７に示すように、中間パ
ネル２は、開口幅に亘って延びる正面視横長方形状であり、図９に示すように、凸状の上
面部２０と、凹状の下面部２１と、垂直姿勢において室外側に面する室外側面部（室外側
見付面）２２と、垂直姿勢において室内側に面する室内側面部（室内側見付面）２３と、
左右の側面部２４（図７参照）と、を備えている。上下に隣位のパネル２は、下側のパネ
ル２の室内側面部２３の上端部と、上側のパネル２の室内側面部２３の下端部とが丁番３
によって連結されており、パネル２同士は互いに回動可能に連結されている。なお、上面
部２０、下面部２１は、垂直姿勢にあるパネル２の基準とする名称であり、パネル２が水
平姿勢となった時には、上面部２０、下面部２１は、それぞれ、パネル２の室内側寄り、
室外側寄りに位置することになる。
【００１９】
図３、図４（Ｂ）、（Ｃ）に示すように、最上位のパネル２、最下位のパネル２は、中間
に位置する複数のパネル２と少し異なる構成を備えている。具体的には、最上位パネル２
の上面部２０´は水平面となっており、最下位パネル２の下面部２１´は水平面となって
おり、開口部全閉時に床面に接地するフィン２５が装着されている。
【００２０】
最上位パネル２と最下位パネル２の間に位置する中間パネル２は全て同じ形状を有してい
る。なお、最上位のパネル２の直ぐ下に位置する上から２番目のパネル２の室内側面部２
３の上方部位を緩やかな傾斜面２３０に形成してもよい（図１４参照）。傾斜面２３０の
上端は上面２０１の室内側端部に位置しており、傾斜面２３０の下端の高さ位置は、回動
支点Ｐを通る水平線とほぼ一致している。
【００２１】
パネル２の幅方向両端にはガイドレール１内を転動するガイドローラ４が回転自在に設け
てある。ガイドローラ４は、パネル２の室内側面部２３の幅方向両端部に設けたローラブ
ラケット４０（中間パネル）、トップローラブラケット４０´（最上位パネル）、ボトム
ローラブラケット４０´´（最下位パネル）を介してパネル２の室内側面部２３から持ち
出し状に支持されている。図示の態様では、第１部位１Ａは、垂直方向に対して後方側に
僅かに傾斜状に配置されており、第３部位１Ｃは、水平方向に対して後方側に向かって僅
かに上向き傾斜状に延びている。各パネル（中間パネル）２のガイドローラ４の取付位置
（パネル２の厚さ方向における）がローラブラケット４０に対して調整可能となっており
、第１部位１Ａが緩やかに傾斜するものでありながら、開口部全閉時には、パネル２は垂
直姿勢を維持しており、パネル２の室外側面部２２から扉体の垂直状の室外側見付面が形
成される。
【００２２】
図１２に示すように、中間パネル２の上面部２０は、室外側から室内側に向かって立ち上
がり状に延びる縦長弧状面２００と、縦長弧状面２００の上端から室内側面部２３に達す
るまで水平に延びる上面２０１と、縦長弧状面２００の下端から室外側面部２２に向かっ
て下向き傾斜状に延びる第１傾斜面２０２と、第１傾斜面２０２の下端から下方に垂直状
に延びる垂直面２０３と、垂直面２０３の下端から室外側面部２２に向かって水平状に延
びる下面２０４と、下面２０４の先端から室外側面部２２に向かって下向き傾斜状に延び
る第２傾斜面２０５と、からなる。第２傾斜面２０５の下端からパネル２の室外側面部２
２から垂直状に延びている。縦長円弧面２００はその下端と上端を結ぶ直線に対して外側
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（室外側）に膨らんでいる。
【００２３】
図１３に示すように、パネル２の下面部２１は、室外側から室内側に向かって立ち上がり
状に延びる縦長弧状面２１０と、縦長弧状面２１０の上端から室内側面部２３に達するま
で水平に延びる上面２１１と、縦長弧状面２１０の下端から室外側面部２２に向かって下
向き傾斜状に延びる第１傾斜面２１２と、第１傾斜面２１２の下端から室外側面部２２に
向かって水平状に延びる下面２１３と、下面２１３の先端から室外側面部２２に向かって
上向き傾斜状に延びる第２傾斜面２１４と、からなる。第２傾斜面２１４の上端からパネ
ル２の室外側面部２２が垂直状に延びている。縦長円弧面２１０はその下端と上端を結ぶ
直線に対して内側（室外側）に膨らんでいる。
【００２４】
図１２、図１３に示すように、全閉姿勢にある扉体の上下に隣接する２枚のパネル２にお
いて、上側のパネル２の下面部２１の上面２１１は下側のパネル２の上面部２０の上面２
０１に載るようになっており、上面２１１と上面２０１は面同士で当接している。このよ
うに全閉姿勢において面同士で当接させることで、木製のパネル２の変形や傷みを可及的
に防止している。また、図１２、図１３に示すように、上面２１１の幅寸法（パネル厚方
向）は、上面２０１の幅寸法（パネル厚方向）よりも大きい寸法となっている。
【００２５】
図１２～図１４に示すように、上側のパネル２の下面部２１の上面２１１が下側のパネル
２の上面部２０の上面２０１に当接した状態で、上側のパネル２の下面部２１の縦長弧状
面２１０と下側のパネル２の上面部２０の縦長弧状面２００は略平行状に離間しており、
縦長弧状面２００、縦長弧状面２１０間に、側面視において弧状ないし弓形の弧状空間Ｓ
１が形成されている。弧状空間Ｓ１は、パネル２の長さ方向に亘って形成されており、断
面視における溝幅は縦長弧状面２００、２１０の湾曲方向（周方向）に亘って略同じ寸法
となっている。すなわち、回動支点Ｐから延びる直線上において、縦長弧状面２００の曲
率と縦長弧状面２１０の曲率が同じとなっている。なお、後述するように、本実施形態で
は、縦長弧状面２００、２１０は側面視において楕円弧の部分からなり、縦長弧状面２０
０、２１０の曲率は、それぞれ周方向（湾曲方向）において異なっている。
【００２６】
下側のパネル２の上面部２０の縦長弧状面２００の下端は、上側のパネル２の下面部２１
の下面２１３よりも下方に延びており、下側のパネル２の上面部２０の垂直面２０３と同
じ鉛直面状に上側のパネル２の下面部２１の縦長弧状面２１０の下端が位置している。
【００２７】
弧状空間Ｓ１の溝幅、及び、上側のパネル２の下面部２１の縦長弧状面２１０の下端と下
側のパネル２の上面部２０の第１傾斜面２０２との隙間は、人の指が挟み込まれないよう
な小さい寸法となっている。下側のパネル２に対して上側のパネル２が回動する時には、
下側のパネル２の上面部２０の縦長弧状面２００に対して、上側のパネル２の下面部２１
の縦長弧状面２１０が一定の溝幅（人の指が挟み込まれることがない程度の小さな隙間）
を維持しながら移動する。
【００２８】
上側のパネル２の下面部２１の下面２１３と、下側のパネル２の上面部２０の下面２０４
は高さ方向に離間対向しており、扉体の室外側面部に凹状空間Ｓ２を形成している。凹状
空間Ｓ２の高さ寸法（すなわち、下面２１３と下面２０４間の距離）は、人の指よりも十
分に大きい寸法を備えており、下面２１３と下面２０４との間に指が挟まれることを防止
している。
【００２９】
図６～図１０に示すように、パネル２は、板状の室外側要素７と、枠状の室内側要素８と
、からなる。室外側要素７は、横長長方形状のパネル表面材である。図示の態様では、室
外側要素７は、４枚の木製の第１板状体７０、第２板状体７１、第３板状体７１、第４板
状体７２を高さ方向に連設して形成されている。室内側要素８は、木製の上框８０、下框
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８１、左右の縦框８２、中框８３から横長長方形状の枠体に組み立てられている。室外側
要素７の室内側面部（７０１、７１１、７２１）と室内側要素８の室外側面部（８００、
８１０、８２０、８３０）を接合して一体化することでパネル２が形成されている。図示
の態様では、室外側要素７（第１板状体７０、第２板状体７１、第３板状体７１、第４板
状体７２）の厚さと室内側要素８（上框８０、下框８１、左右の縦框８２、中框８３）の
厚さは同じであるが、これに限定されるものではなく、室外側要素７、室内側要素８のい
ずれか一方の厚さを他方の厚さよりも大きくしてもよい。
【００３０】
第１板状体７０、第２板状体７１、第３板状体７１、第４板状体７２は、パネル２と同じ
横幅寸法（開口幅方向の寸法）を備えると共に、パネル２の高さ寸法に対して小さい高さ
寸法を備えている。第１板状体７０、第２板状体７１、第３板状体７１、第４板状体７２
は、ほぼ同じ高さ寸法を備えており、図示の態様では、第１板状体７０、第２板状体７１
、第３板状体７１、第４板状体７２は、それぞれパネル２の高さ寸法のほぼ１／４の高さ
寸法を備えている。第１板状体７０、第２板状体７１、第３板状体７１、第４板状体７２
は、同じ板厚を備えており、図示の態様では、パネル２の板厚の１／２の板厚を備えてい
る。
【００３１】
図１０（Ａ）に示すように、上側の第１板状体７０は、第１面部７００、第２面部７０１
を備えており、板状体７０の上端部は、パネル２の上面部２０の部分、具体的には、縦長
弧状部２００の部分２００Ａ、第１傾斜面２０２、垂直面２０３、下面２０４、第２傾斜
面２０５、を形成している。板状体７０の下端部には下向の凹部７３０を備えた嵌合受部
７３が形成されている。
【００３２】
図１０（Ｂ）に示すように、中間の第２、第３板状体７１は、第１面部７１０、第２面部
７１１を備えており、上端部には、上向きの凸部７４０を備えた嵌合部７４が形成され、
下端部には、下向の凹部７３０を備えた嵌合受部７３が形成されている。
【００３３】
図１０（Ｃ）に示すように、下側の第４板状体７２は、第１面部７２０、第２面部７２１
を備えており、上端部には、上向きの凸部７４０を備えた嵌合部７４が形成されている。
板状体７２の下端部は、パネル２の下面部２１の部分、具体的には、縦長弧状面２１０の
部分２１０Ａ、第１傾斜面２１２、下面２１３、第２傾斜面２１４、を形成している。
【００３４】
第１板状体７０の下端の嵌合受部７３に、第２板状体７１の上端の嵌合部７４を嵌合し、
第２板状体７１の下端の嵌合受部７３に、第３板状体７１の上端の嵌合部７４を嵌合し、
第３板状体７１の下端の嵌合受部７３に、第４板状体７２の上端の嵌合部７４を嵌合する
ことで、室外側要素７が形成される。凹部７３０と凸部７４０が嵌合した状態では、凹部
７３０の底面７３００、室外側側面７３０１、室内側側面７３０２に、凸部７４０の上面
７４００、室外側側面７４０１、室内側側面７４０２がそれぞれ当接している。特に、室
外側側面７３０１と７４０１、室内側側面７３０２と７４０２が当接することで、第１板
状体７０、第２板状体７１、第３板状体７１、第４板状体７２の反り（図１１（Ａ）参照
）を抑制する作用効果がある。図示の態様では、各板状体の上端と下端の間に隙間が形成
されているが、これは、木製の板状体の膨張や乾燥等を許容するための遊び・逃げを目的
としたものである。
【００３５】
第１板状体７０、第２板状体７１、第３板状体７１、第４板状体７２の第１面部７００、
７１０、７１０、７２０から室外側要素７の室外側面部、すなわち、パネル２の室外側面
部２２が形成される。第１板状体７０、第２板状体７１、第３板状体７１、第４板状体７
２の第２面部７０１、７１１、７１１、７２１から室外側要素７の室内側面部が形成され
る。
【００３６】
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図１０（Ａ）～（Ｄ）に示す態様では、第１板状体７０、第２板状体７１、第３板状体７
１の下端に嵌合受部７３（凹部７３０）、第２板状体７１、第３板状体７１、第４板状体
７２上端に嵌合部７４（凸部７４０）が形成されているが、凹部と凸部を逆に形成するこ
とで（すなわち、上側の板状体の下端に下向き凸部、下側の板状体の上端に上向き凹部を
形成する）、上側の板状体の下端と下側の板状体の上端を嵌合させてもよい。
【００３７】
図１０（Ａ）～（Ｄ）に示す態様では、板状体の厚さ方向の中間部位に凹部７３０、凸部
７４０を形成しているが、凹部、凸部を板状体の室外側あるいは室内側に偏倚して設けて
もよい。図１０（Ｅ）は、凹部、凸部を板状体の室内側に偏倚させた形状を示し、結果と
して、上側の板状体の下端は、室外側水平面７５０の高さが下方、室内側水平面７５１の
高さが上方に位置し、室外側水平面７５０と、室内側水平面７５１と、室外側水平面７５
０と室内側水平面７５１とを接続する垂直面７５２と、から段状に形成され、下側の板状
体の上端は、室外側水平面７６０の高さが下方、室内側水平面７６１の高さが上方に位置
し、室外側水平面７６０と、室内側水平面７６１と、室外側水平面７６０と室内側水平面
７６１とを接続する垂直面７６２と、から段状に形成され、上側の板状体の段状の下端と
下側の板状体の段状の上端が互いに嵌り合う形状となっている。上側の板状体の下端の垂
直面７５２と下側の板状体の上端の垂直面７６２が対向近接しており、図１０（Ａ）～（
Ｄ）に示す態様と同様に、各板状体の反りを抑制する作用効果を奏する。本明細書におい
て、「嵌合」には、図１０（Ｅ）のような態様を含むものとする。
【００３８】
図７に示すように、室内側要素８は、パネル２の全幅に亘って水平状に延びる上框８０、
パネル２の全幅に亘って水平状に延びる下框８１を備えており、上框８０と下框８１は高
さ方向に離間している。上框８０と下框８１の長さ方向両端部には、上框８０の下面と下
框８１の上面との間に位置して左右の縦框８２が設けてある。左右の縦框８２の間に位置
して、上框８０の下面と下框８１の上面との間に位置して複数本の中框８３が上框８０、
下框８１の長さ方向に間隔を存して設けてある。上框８０、下框８１、縦框８２、中框８
３は同じ板厚を有しており、縦框８２および中框８３の上面は上框８０の下面に接続され
ており、縦框８２および中框８３の下面は下框８１の上面に接続されている。
【００３９】
上框８０、下框８１、縦框８２、中框８３は、第１面部８００、８１０、８２０、８３０
と、第２面部８０１、８１１、８２１、８３１と、を備えており、第１面部８００、８１
０、８２０、８３０が、室内側要素８の室外側面部を形成し、当該室外側面部が室外側要
素７の室内側面部（７０１、７１１、７２１）に面同士で接合されている。第２面部８０
１、８１１、８２１、８３１から室内側要素８の室内側面部、すなわち、パネル２の室内
側面部２３が形成される。
【００４０】
図９に示すように、上框８０の上端部は、パネル２の上面部２０の部分、具体的には、縦
長弧状部２００の部分２００Ｂ、上面２０１、を形成している。下框８１の下端部は、パ
ネル２の下面部２１の部分、具体的には、縦長弧状部２１０の部分２１０Ｂ、上面２１１
、を形成している。
【００４１】
図９に示すように、室外側要素７と室内側要素８を接合して形成されたパネル２において
、室外側要素７の縦長弧状部２００の部分２００Ａと室内側要素８の縦長弧状部２００の
部分２００Ｂから上側の縦長弧状部２００が形成され、室外側要素７の縦長弧状部２１０
の部分２１０Ａと室内側要素８の縦長弧状部２１０の部分２１０Ｂから下側の縦長弧状部
２１０が形成される。室外側要素７と室内側要素８を接合して形成されたパネル２におい
て、パネル２の上面部２０、下面部２１が、室外側要素７の上端、下端、室内側要素８の
上端、下端にどのように分配されるかについては、室外側要素７、室内側要素８の厚さ等
に依存するものであり、室外側要素７の上端、下端、室内側要素８の上端、下端の構成は
、図示の態様に限定されるものではない。
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【００４２】
図１１（Ａ）に示すように、第２板状体７１と第３板状体７１との嵌合部位７７は、パネ
ル２の全高のほぼ中央に位置している。室外側要素７´を１枚の板体から形成した場合に
は、パネル２が図１１（Ｂ）に示すように室内外方向（パネル厚方向）に反ってしまう場
合があった。本実施形態では、第１板状体７０、第２板状体７１、第３板状体７１、第４
板状体７２の嵌合部位７７において、凹部７３０の室外側側面７３０１と凸部７４０の室
外側側面７４０１、凹部７３０の室内側側面７３０２と凸部７４０の室内側側面７４０２
が当接することで、個々の第１板状体７０、第２板状体７１、第３板状体７１、第４板状
体７２の反り（図１１（Ａ）参照）を抑制すると共に、複数の嵌合部位７７の１つをパネ
ル２の全高のほぼ中央に位置して設けたことで、パネル２の高さ方向中央部位が室内外方
向（パネル厚方向）に膨出することが規制され、仮に個々の第１板状体７０、第２板状体
７１、第３板状体７１、第４板状体７２が多少反ったとしても、パネル２全体で見た時の
室内外方向（パネル厚方向）の反りの量を抑えることができる。本実施形態では、４枚の
略同じ高さ寸法を備えた第１板状体７０、第２板状体７１、第３板状体７１、第４板状体
７２から室外側要素７を構成したが、板状体の枚数や板状体の互いの相対的な高さ寸法は
本実施形態に限定されるものではない。
【００４３】
室内側要素８の組み立て、室外側要素７と室内側要素８の接合は、木製部材の組み立てに
おける公知の手段（ビスケットや接着剤）を用いればよい。１つの態様において、中間パ
ネル２の製造工程では、パネル２の上面部２０、下面部２１の輪郭形状は、室外側要素７
と室内側要素８を接合した後に切削形成される。具体的には、室外側要素７を形成する第
１板状体７０、第４板状体７２、室内側要素８を形成する上框８０、下框８１は、それぞ
れ断面視縦長長方形状の木部材として用意され、室外側要素７と室内側要素８を接合した
後（この状態では、パネル２は縦長方形状の断面形状を有している）に上端部位、下端部
位が所定形状にカットされる。なお、パネル２の製造工程はこの態様に限定されるもので
はない。
【００４４】
図２～図４に示すように、上下隣位のパネル２の縦框８２同士、中框８３同士が丁番３で
連結されている。丁番３は、水平状の回転軸３０を介して互いに回動自在な上側プレート
３１と下側プレート３２と、からなり、上側プレート３１が上側に位置するパネル２の縦
框８２、中框８３の第２面部（室内側面部）８２１、８３１の下端部位に螺子で取り付け
られ、下側プレート３２が下側に位置するパネル２の縦框８２、中框８３の第２面部（室
内側面部）８２１、８３１の上端部位に螺子で取り付けられる。
【００４５】
図６に示すように、丁番３の回転軸３０は、パネル２の室内側面部２３に対して外側（特
許文献１のようにパネル２の厚さ内では無く、室内側面部２３に対して室内側）に位置し
ており、パネル２の回動支点（回転中心）Ｐは、パネル２の室内側面部２３に対して外側
（室内側）に位置しており、室内側面部２３から室内側に離間している（図１２～図１４
参照）。図示の態様では、丁番３は、回転軸３０（回動支点Ｐ）を通る水平線が、垂直姿
勢にある上下隣位のパネル２の上側のパネル２の下面部２１の下面２１３とほぼ一致する
ように、パネル２に取り付けられている。
【００４６】
図１２に示すように、縦長弧状面２００は、側面視ないし断面視において、弧の下端ａ１
を通る水平線と弧の上端ｂ１を通る垂直線との仮想交点をｘ１とした時に、ｂ１－ｘ１間
の距離が、ａ１－ｘ１間の距離よりも大きくなっており、このような弧状面を縦長弧状面
と呼ぶ。同様に、図１３に示すように、縦長弧状面２１０は、側面視ないし断面視におい
て、弧の下端ａ２を通る水平線と弧の上端ｂ２を通る垂直線との仮想交点をｘ２とした時
に、ｂ２－ｘ２間の距離が、ａ２－ｘ２間の距離よりも大きくなっている。
【００４７】
上側のパネル２の下面部２１の縦長弧状面２１０の上端から室内側面部２３まで上面２１
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１が水平に延びており、下側のパネル２の上面部２０の縦長弧状面２００の上端から室内
側面部２３まで上面２０１が水平に延びており、下側のパネル２の縦長弧状面２００の下
端を通る水平線上で、室内側面部２３の外側に位置させて回動支点Ｐが設定されている。
垂直姿勢にある上側のパネル２と下側のパネル２から、回動支点Ｐを中心に上側パネル２
が下側パネル２に対して回動する時に、上側のパネル２の下面部２１の縦長弧状面の上端
ｂ２は、当接している上面２０１、２１１を通る水平面から上方に離間するように移動し
、同時に上面２１１が上面２０１から上方に離間する。
【００４８】
図１５に示すように、縦長弧状面２００は、側面視において、回動支点Ｐを中心とし、水
平方向に延びる長軸（径Ｒ１）、垂直方向に延びる短軸（径Ｒ２＜径Ｒ１）を備えた楕円
弧の部分を形成している。図示の態様では、楕円弧の部分は、水平状の長軸と楕円周の交
点から水平状の短軸に対して上方に約６０度の角度で延びる径と楕円周の交点までの部分
である。縦長弧状面２１０も同様の形状を備えており、側面視において、回動支点Ｐを中
心にとり、水平方向に延びる長軸（半径Ｒ１＋α）、垂直方向に延びる短軸（径Ｒ２＋α
＜径Ｒ１＋α）を備えた楕円弧の部分を形成している。寸法αは弧状空間Ｓ１の溝幅を決
定する要素である。１つの態様では、Ｒ１＝３０．５ｍｍ、Ｒ２＝３０ｍｍ、α＝２．５
ｍｍであり、回動支点Ｐとパネル２の室内側面部２３との距離は６．５ｍｍである。
【００４９】
縦長弧状面２００、縦長弧状面２１０が回動支点Ｐを中心とし、水平方向に延びる長軸、
垂直方向に延びる短軸を備えた楕円弧の部分を形成しているので、上側のパネル２の下面
部２１の縦長弧状面２１０の弧面の移動軌跡が、回動支点Ｐを通る水平線において、回動
支点Ｐと縦長弧状面２１０の下端との距離を径Ｒ１＋αとする仮想円弧面の内側（仮想円
の中心に向かう側）を通るようになっており、上側のパネル２の回動時には、縦長弧状面
２１０と縦長弧状面２００の間の隙間がほぼ一定に維持され、室内側に生じる縦長弧状面
２１０の弧面と下側のパネル２の上面部２０の上面２０１との間の距離をなるべく小さく
している。
【００５０】
図１４に、本実施形態に係る上側のパネル２が下側のパネル２に対して回動する時の下側
のパネル２の上面部２０に対する上側のパネル２の下面部２１の移動軌跡を示す。上下に
隣位のパネル２は、垂直姿勢にある時には、下側のパネル２の上面部２０の上面２０１に
上側のパネル２の下面部２１の上面２１１が当接した状態にあり、下側のパネル２に対す
る上側のパネル２の回動時には、下側のパネル２の上面部２０の縦長弧状面２００に対し
て、上側のパネル２の下面部２１の縦長弧状面２１０が弧状空間Ｓ１の溝幅（縦長弧状面
２００、２１０間のクリアランス）を維持しながら弧状面の周方向に移動する。同様に、
扉体がほぼ水平状の収納姿勢にある時に、室外側寄りのパネル２と室内側寄りのパネル２
において、室外側寄りのパネル２が室内側寄りのパネル２に対して下方に回動する時には
、室内側寄りのパネル２の下面部２１の縦長弧状面２１０に対して、室外側寄りのパネル
２の上面部２０の縦長弧状面２００が弧状空間Ｓ１の溝幅（縦長弧状面２００、２１０間
のクリアランス）を維持しながら弧状面の周方向に移動する。
【００５１】
弧状空間Ｓ１の溝幅（クリアランス）は、パネル２の回動時に、室外側から人の指が挟み
込まれることがない程度の小さな寸法に維持されている一方、本実施形態では、全閉状態
に形成される弧状空間Ｓ１の溝幅は、指が挟み込まれることを防止するような寸法を備え
つつも、図１６に示す従来構成のクリアランスよりも大きい寸法となっている。
【００５２】
このように、全閉状態における縦長弧状面２００、２１０間のクリアランスを大きくする
ことで、パネル２が変形（撓み、反り等）した場合であっても、開口部全閉時（扉体開閉
時においても）における上側のパネル２の下面部２１と下側のパネル２の上面部２０との
不要な接触や擦れが防止され、この接触や擦れに起因する不具合（操作性の悪化、開閉時
の異音発生、丁番への過度の負荷）が防止される。また、全閉状態で形成される弧状空間
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Ｓ１の所定の溝幅を確保することで、開口部全閉時における上側のパネル２の下面部２１
と下側のパネル２の上面部２０の間に形成される隙間の圧力を外気と同程度に維持するこ
とができ、風圧力を伴った降雨時であっても、毛細管現象による室内側への雨水の浸入が
防止される。
【００５３】
垂直姿勢から下側のパネル２に対して上側のパネル２が回動する時に、回動支点Ｐを室内
側面部２３に対して外側（パネル厚の外側）に位置させたので、回動支点がパネル厚さ内
に位置する場合に比べて、大きな径で弧を描くように回動し、特に上側のパネル２の下面
部２１の上面２１１が、回動を開始した瞬間に、下側のパネル２の上面部２０の上面２０
１から逃げるように持ち上がって離間していく。同様に、扉体がほぼ水平状の収納姿勢に
ある時に、室外側寄りのパネル２と室内側寄りのパネル２において、室外側寄りのパネル
２が室内側寄りのパネル２に対して下方に回動する時には、室外側寄りのパネル２の上面
部２０の上面２０１が、回動を開始した瞬間に、室内側寄りのパネル２の下面部２１の上
面２１１から逃げるように離間していく。
【００５４】
したがって、扉体を構成するパネル２に変形（撓みや反り等）が生じている場合であって
も、扉体開閉時における上側のパネル２の下面部２１と下側のパネル２の上面部２０との
擦れが防止され、この擦れに起因する不具合（操作性の悪化、開閉時の異音発生、丁番へ
の過度の負荷等）が防止される。これに対して、図１６に示すような従来構成（回動支点
がパネル厚さ内に位置する）では、パネルが変形していると、扉体開閉時に上側のパネル
の下面部と下側のパネルの上面部との擦れが生じ易い。
【００５５】
垂直姿勢から下側のパネル２に対して上側のパネル２が回動すると、室内側に位置して、
回動した上側のパネル２の下面部２１の縦長弧状面２１０と、下側のパネル２の上面部２
０の上面２０１との間に隙間が生じる。回動角度が大きくなると隙間も少しずつ大きくな
るが、本実施形態では、縦長弧状面２１０の回動軌跡が、回動支点Ｐを中心とする円弧面
の内側になるようにしたことで、上記隙間を可及的に小さくしている。同様に、扉体がほ
ぼ水平状の収納姿勢にある時に、室外側寄りのパネル２と室内側寄りのパネル２において
、室外側寄りのパネル２が室内側寄りのパネル２に対して下方に回動する時には、室内側
に形成される隙間の可及的に小さくしている。
【００５６】
図１４の態様では、下側のパネル２の上面部２０の上面２０１との間の隙間寸法が、ｃ１

＝約５ｍｍ、ｃ２＝約６ｍｍであり、いずれも指挟み防止の基準となる８ｍｍよりも小さ
い隙間となっており、室内側からの指挟みを防止することができる。これに対して、図１
７の構成（図１６の構成における回動支点をパネルの外側に位置させた仮想構成）では、
室内側に位置してｃ３＝約１０ｍｍの隙間が生じることとなる。なお、図１６の構成では
、室内側に位置して形成される隙間ｃ４＝約２ｍｍであるが、パネル回動時に、パネル同
士が擦れてしまうという不具合を生じ得るものである。
【００５７】
最後に、傾斜面２３０の作用効果について説明する。扉体が収納姿勢にある時には、最上
位のパネル２´（図１参照）の上端側のガイドローラ４は第２ガイドレール１´内に位置
しており、上から２番目のパネル２の上端側のガイドローラ４は、ガイドレール１の第３
部位１Ｃ内に位置している。第２ガイドレール１´はガイドレール１の第３部位１Ｃの直
上に位置しており、最上位パネル２´の下端は上から２番目のパネル２の上端に丁番３に
よって連結されているので、収納姿勢において最上位パネル２´と上から２番目のパネル
２は、最上位パネル２´が傾斜姿勢となることで、回動方向とは反対方向に屈曲した姿勢
となる傾向があり、屈曲の度合いが大きくなると、最上位のパネル２´と上から２番目の
パネル２を連結する丁番３や上から２番目のパネル２のガイドローラ４に過剰は負担がか
かるおそれがある。上から２番目のパネル２の室内側面部２３の上方部位に形成した傾斜
面２３０は、収納姿勢において、最上位パネル２´に対して上から２番目のパネル２が回
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番目のパネル２を連結する丁番３や上から２番目のパネル２のガイドローラ４にかかるで
あろう負荷を軽減する。
【符号の説明】
【００５８】
２　パネル
２０　上面部
２００　縦長弧状面
２０１　上面
２１　下面部
２１０　縦長弧状面
２１１　上面
２２　室外側面部
２３　室内側面部
３　丁番
３０　回転軸
７　室外側要素
７０　板状体
８　室内側要素
Ｐ　回動支点
Ｓ１　弧状空間

【図１】 【図２】
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【図１０】 【図１１】
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【図１４】 【図１５】
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